
＜個別案件確認表（組織委員会）＞  

               組織委員会担当確認  令和３年５月２８日 

                 新型コロナ作業部会確認  令和３年６月 ８日 

 

事業名 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会における医療サービスの提供に

かかる協力金                                                     

案件名 同上                                      

確認の視点 組織委員会の見解 備考 

経費の負担が令和 2

年 12月 4日の合意の

考え方に基づくもの

であること 

本事業は、大会における医療サービスを

提供するために医療スタッフを推薦するこ

とを組織委員会と合意した団体に対し協力

金を支給するものである。よって、大会にお

ける新型コロナウイルス感染症対策関連の

経費に該当すると考える。 

 

事業の執行に当た

り、大会運営を担う

組織委員会が一括し

て執行した方が効率

的、効果的であるこ

と 

本件は、大会運営の一環として行う事業

であり、各会場における医療サービスの提

供に係る既存事業との一体性を保つ必要が

ある。よって、組織委員会が一括して執行し

た方が効率的かつ効果的と考える。 

 

経費の内容等

が必要性（必要

な内容、機能か

など）、効率性

（適正な規模、

単価かなど）、

納得性（類似の

ものと比較し

て相応かなど）

等の観点から

妥当なもので

あること 

必
要
性 

新型コロナウイルス感染症流行下におい

て競技会場医務室等で活動する医療スタッ

フを確保し医務体制を構築することは、選

手等の安全を確保するために必要不可欠で

ある。 

 

効
率
性 

各会場に必要な医療スタッフ数につい

て、各会場の医療責任者や競技団体と協議

し精査する等により必要最低限の人員配置

としている。 

 

納
得
性 

本件は、職種ごとに想定経験年数を設定

し、厚生労働省による賃金構造基本統計調

査をもとに積算単価を設定している。 

 

その他経費の内容等

が公費負担の対象と

して適切なものであ

ること 

本件は、新型コロナウイルス感染症対策

に必要不可欠な業務に係る経費であり、公

費負担の対象として適切である。また、Ｖ５

予算内に収まっている。 

引き続き、経費が最小限のものとなるよ

う抑制・削減に取り組む。 

 

 

資料２ 


